
 

越知町木造住宅耐震リフォーム補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、高知県木造住宅耐震化促進事業費補助金の交付を受けて行う耐震工事に伴う住宅の増改築工事

やリフォーム工事（以下「リフォーム等工事」という。）を行う者に対し、予算の範囲内において補助金を交付し、既存住

宅の居住環境の質の向上、住宅投資の波及効果による経済の活性化及び定住人口の増加を図ることを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 増改築 既存の住宅に増築すること又は既存の住宅の一部を解体し造り替えること。 

（２） リフォーム 住宅の機能又は性能を維持又は向上させるため、住宅の全部又は一部の修繕、補修、模様替え及

び更新（取替え）等を行うこと。 

（交付の対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、町内に住宅を所有し、世帯員を含め納期の到来した市町村税等を完納してい

る者とする。ただし、越知町の事務及び事業における暴力団の排除に関する規則（平成２５年越知町規則第１８号。以

下「暴排規則」という。）第２条第２項第５号に定める排除措置対象者である場合は、対象としない。 

（交付の要件） 

第４条 補助金の交付の対象となる要件は、次の各号の全てに該当することとする。 

（１） 暴排規則第２条第２項第５号に定める排除措置対象者を契約の相手方としないこと。 

（２） 補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を補助事

業終了の翌年度から起算して５年間保管すること。 

（３） 補助事業により効用の増加した財産については、補助事業の完了後においても善良な管理をすること。 

（交付の対象住宅） 

第５条 補助金の交付の対象となる住宅は、高知県木造住宅耐震化促進事業費補助金の対象となる住宅とする。 

（補助対象工事等） 

第６条 補助金の交付の対象となる工事（以下「補助対象工事」という。）は、前条に該当する住宅に係るリフォーム等工

事に要する費用（消費税及び地方消費税の額を含む。）が３０万円以上であるものとする。 

２ 次に掲げる工事に要する費用については、補助金の交付対象としない。 

（１） 門・塀等の外構工事 

（２） 車庫・物置の設置 

（３） 家電・家具等備品の購入 

（４） 他の補助制度を利用して行うリフォーム等工事 

（５） その他補助金の交付が適当でないと認められる工事 

（補助金の額） 

第７条 補助金の額は、リフォーム等工事に要する費用（消費税及び地方消費税の額を含む。）の３分の１に相当する額

（その額に千円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額）とし、上限を３０万円とする。 

（補助金の交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、工事着手前に越知町木造住宅耐震リフォーム補助

金交付申請書（別記様式第１号）を町長に提出しなければならない。 

２ 補助金の交付申請は、当該住宅につき１回限りとする。 

（交付の決定） 

第９条 町長は、前条の申請書によりこれを審査し、補助金の交付を決定したときは、越知町木造住宅耐震リフォーム補



 

助金交付決定通知書（別記様式第２号）により申請者に通知する。 

（計画の変更） 

第１０条 申請者は、次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、あらかじめ越知町木造住宅耐震リフォーム補助金

変更申請書（別記様式第３号）を提出し、町長の承認を受けなければならない。 

（１） 補助事業を中止しようとするとき。 

（２） 補助金の額が増額となる変更をしようとするとき。 

（３） 補助対象経費の２０パーセントを超える減額をしようとするとき。 

（４） 事業内容の重要な部分を変更しようとするとき。 

（変更の決定） 

第１１条 町長は、前条の規定による変更申請を受けたときは、これを審査し、適当であると認める場合は、越知町木造

住宅耐震リフォーム補助金変更交付決定通知書（別記様式第４号）により通知する。 

（実績報告） 

第１２条  申請者は、補助対象工事が完了したときは、越知町木造住宅耐震リフォーム補助金実績報告書（別記様式第

５号）により、補助事業の完了の日から起算して２０日を経過した日又は補助事業実施年度の３月３１日のいずれか早

い日までに町長に報告しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１３条 町長は、前条の規定による報告があったときは、これを審査し、必要に応じて行う現地調査等により検査し、適

合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定する。 

（補助金の交付） 

第１４条 申請者は、前条の補助金の確定後に越知町木造住宅耐震リフォーム補助金請求書（別記様式第６号）を町長に

提出しなければならない。 

２ 申請者が、補助金の請求をするにあたり、その請求及び受領について、耐震改修工事を行った登録工務店に委任す

る場合は、補助金請求書に、代理請求及び代理受領委任状（別記様式第７号）を添付しなければならない。この場合に

おいて、前項中「申請者」とあるのは「登録工務店」と読み替えるものとする。 

（決定の取消し及び返還） 

第１５条 町長は、申請者が偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたときは、補助金交付決定の全部又は一

部を取り消し、その返還を命ずる。 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 


